
保護者各位

令和３年度奨学のための給付金の申請についてのご案内

令和３年度奨学のための給付金の申請を募集します。

（対象）

保護者が滋賀県内にお住まいで、保護者の道府県民税所得割および市町村民税所得割が

非課税（もしくは非課税相当）の世帯。

※裏面の「奨学のための給付金 対象確認シート」で給付の対象となるかご確認いただき、

対象となる場合は該当する案内チラシをご覧ください。

（申請方法）

１ 以下のとおりよろしくお願いします。

・下記の①と②の希望者は、令和３年７月９日（金）までに事務室まで連絡願い

ます。申請様式一式と「奨学のための給付金申請書類一覧および記入例」をお渡

しします。

・新入生で早期給付の対象となった方も課税状況を確認していただき、対象となる

ようでしたら連絡をお願いします。

・③の場合は支給額が月割りとなるので、家計急変があればできるだけ早く連絡願

います。

２ 申請受付期間 ※申請内容により異なります。

① 年額支給、７月～翌年３月分支給  令和３年７月１日～令和３年７月３０日

② ７月１日以前の家計急変      令和３年７月１日～令和３年７月３０日

③ ７月２日以降の家計急変      令和３年７月２日～令和４年１月２０日

３ 提出先  長浜農業高等学校 担当者 事務室 磯山

４ 提出書類 

「奨学のための給付金申請書類一覧および記入例」をよくご確認いただき、書類の

作成および必要書類の添付をお願いします。

☆注意☆

奨学のための給付金は、保護者等全員の道府県民税所得割および市町村民税所得割が非課税

（もしくは非課税相当）であることが要件となっております。親権者両方の、道府県民税所得

割および市町村民税所得割が確認できない場合は、奨学のための給付金を支給できませんので、

ご了承ください。

令和３年６月３０日

滋賀県立長浜農業高等学校

教務課 野坂、 事務室 磯山

TEL0 
749-62-0876



奨学のための給付金 対象確認シート 
以下の質問事項に、はい、いいえ でお答えいただき、該当を確認してください。 

 

  新入生は 
   こちら 

 

 

 

 

 

 

 
 

②へ 

③へ 

はい 

家計急変(保護者の失職等)

により、急変後の年収見込

が非課税相当(※)になりま

すか 

②へ 
給付金の支給は通常
年額一括支給です
が、４月～６月分相
当額の前倒し給付を
希望される場合は①
もご覧ください。 

 

いいえ 

(※)非課税相当に該当する年収のめやす 
世帯構成 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

年収見込 2,214,286

円未満 

2,714,286 

円未満 

3,214,286 

 円未満 

 

保護者の令和２年度（令和元年分）の道府県民税所得

割および市町民税所得割が０円（非課税）ですか 

保護者の令和３年度（令和２年分）道府県民税所得割 

および市民税所得割が０円（非課税）ですか 

②へ 家計急変(保護者の失職等)により、急変後の年

収見込が非課税相当(※)になりますか 

③へ 

はい 

はい はい 

はい 

いいえ いいえ 

いいえ 

在校生はこちら 

２年生以上の 

該当する案内チラシをご確認ください。 
① 奨学のための給付金 早期給付のご案内 

② 奨学のための給付金のご案内（年額支給、7 月～翌年 3 月分支給） 

③ 奨学のための給付金 家計急変世帯への支援のご案内  

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

別紙１ 

保護者の令和３年度（令和２年分）道府県民税所得

割および市町民税所得割が０円（非課税）ですか 
保護者の令和３年度（令和２年分）道府県民税所得

割および市町民税所得割が０円（非課税）ですか 

①へ 
家計急変（保護者の

失職等）が発生し、

急変後の年収見込み

が非課税相当になる

場合は、③もご覧く

ださい。 
対象外です 

今後家計急変が発生した場合

は、③をご覧ください。 

対象外です 
今後家計急変が発生した場合

は、③をご覧ください。 



令和３年度  

（高校生等奨学給付金） 

◎ 希望者は７月９日（金）までに事務室まで連絡願います（申請用紙を生徒にお渡しします。）。

０７４９－６２－０８７６ 担当 磯山 000

１ 奨学のための給付金とは  

〇滋賀県教育委員会では、授業料以外の教育費負担を軽減するため、国公立の高等学校等に通う高校
生等がいる低所得（道府県民税所得割額および市町村民税所得割額が０円（非課税））の世帯の保護
者等に対し、返還の必要がない「奨学のための給付金」を支給します。

〇支給を受けるには申請手続きが必要です。 
※高等学校等就学支援金（授業料の負担を軽減する制度）とは別の手続きですのでご注意ください。 

２ 年額支給、７月～翌年３月分支給の対象要件   

３ 支給区分 

申請書にチェック欄がありますので、該当する区分で申請してください。 

〇年額支給 → 2 年生以上の在校生（令和３年度新入生以外） 

 または、令和３年度新入生で、給付金の年額一括支給を希望する方（早期給付を申

請していない方） 

〇７月～翌年３月分支給 → 令和３年度新入生で、早期給付の申請をされた方 

※早期給付の申請とは別に、７月～翌年３月分支給の申請手続きが必要になります。

４ 支給時期 （予定）  ※審査の状況により遅れる場合があります

・早期給付（４月～６月相当額）→ ７月
・７月～３月相当額 → １１月下旬～１２月
・年額支給 → １１月下旬～１２月
※支給決定の時点で学校徴収金に未納がある場合は、給付金を未納額に充当します。

５ 支給額 

世帯区分 課程 年額（※２） 

① 生活保護世帯 全日制・定時制・通信制 32,300 円 

② 
非課税世帯 

区分①を除く 

全日制 

・定時制

一人目 110,100 円 

二人目以降（※１） 141,700 円 

通信制 48,500 円 

令和３年７月１日現在、次の①～③のすべてを満たす世帯である保護者等 

①高等学校等就学支援金、学び直し支援金または専攻科支援金のいずれかを受ける資格を有する高校

生等がいる

②保護者等が滋賀県内に住所を有する

③生活保護（のうち生業扶助）を受給しているか、令和３年度の道府県民税所得割額および市町村民税

所得割額が０円（非課税）である（保護者が２名以上いる場合は、その全員が非課税であること。）

※生徒および保護者等が以下に該当するときは、支給対象外となります。 
・高校生等が特別支援学校の生徒である ・保護者等が賦課期日に日本国内に在住していない
・児童養護施設等に入所または里親が養育している高校生等の保護者等であって、児童福祉法による措置費の支弁対象である 
・既に給付金の支給を、高校生等一人につき年１回、通算３回（定時制・通信制課程は通算４回、専攻科は通算２回）受けている
（学び直し支援金の支給を受けている場合はこの回数に１回（定時制・通信制課程は２回まで）加えることができる。



※１ 保護者等に扶養されている次のいずれかの兄弟姉妹がいる高校生等を言います。 
・15 歳以上（中学生を除く）23歳未満の者（生年月日が平成 10年７月３日～平成 18 年７月 2 日の者）
・23 歳以上の高校生等 

※２ ７月～翌年３月分の支給額については、７月１日時点の支給区分に応じた年額から、早期給付額を差し引いた額となります。
早期給付額が年額を上回る場合は、早期給付額が年額となります。 

６ 募集時期および必要書類 

〇募集時期 令和３年７月から募集開始
希望者は７月９日（金）までに事務室まで連絡願います。 

〇申請方法 各世帯区分に応じた必要書類をそろえて、在学する高等学校等へ提出してください。 
申請書や記入例は、学校で配布しています。また、教育委員会のホームページからダウン
ロードすることもできます。申請書の締め切りは令和３年７月３０日（金）です。

〇必要書類 

世帯区分 

必要書類 

① 
生活保護世帯 

②非課税世帯 
（①を除く） 

③非課税世帯
（生活保護世
帯含む） 

全日制・定時
制・通信制 

全日制・定時制 
通信制 専攻科 

一人目 二人目以降 
１．奨学のための給付金認定申請書兼支給申請書（年額支給、７

月～翌年３月分支給用） 
○ ○ ○ ○ ○ 

２．生活保護受給証明書（複写可）
・令和３年７月１日以降に福祉事務所が発行したもの

○ 

３．保護者等の課税額を確認できる書類

保護者等全員の令和３年度（令和２年分）課税証明書等 
＊マイナンバーで提出される場合は、専用の貼付台紙を
他の申請書類とは別に教育委員会へ郵送（簡易書留も
しくは特定郵便に限る）または持参していただく必要
がありますので事前に学校担当者まで連絡願います。 

○ ○ ○ ○ 
※イは提出で
きません 

４．健康保険証の写し （１．の申請書に添付欄があります。）
・対象生徒本人のものを添付してください。
・対象生徒の兄弟姉妹で、保護者に扶養されている 15 歳以上
（中学生除く）23 歳未満の者または 23 歳以上の高校生等
がいる場合は、その者の保険証も添付してください。

○ ○ 
○ 

※生徒本人
分のみで可

○ 
※生徒本人分
のみで可

５．扶養誓約書 ４で添付した保険証が国民健康保険の場合に必要。 

６．在学証明書 

・保護者等に扶養されている 23 歳以上の高校生等がいる場
合に、その者について学校で証明を受けてください。

○ 
※23 歳以上
の高校生が
いる場合

７．世帯全員の住民票記載事項証明（複写可）
・続柄入りで、世帯全員が記載されているもの 

・４で添付した保険証が国民健康保険で、保険証の
世帯主が保護者等以外の場合 
・３でイを提出する場合で、R3.1.1 時点と R3.7.1
時点で住所が異なるとき

８．通帳の写し ○ ○ ○ ○ ○ 
９．個人対象要件証明書 ○ 
※その他家庭の状況等により添付書類が必要となる場合があります。
※対象生徒が２人以上いる場合、それぞれの生徒ごとに申請が必要です。

７ 提出先・問い合わせ先 

県内の国公立高等学校等に在学 → 学校（教務課 野坂  事務室 磯山 0749-62-0876） 

県外の国公立高等学校等に在学 → 滋賀県教育委員会事務局教育総務課 修学支援係 
 電話：077-528-4587  

mail：ma0005＠pref.shiga.lg.jp 
※私立の高等学校等に通う生徒がいる場合は、滋賀県私学・県立大学振興課で実施します。 
在学する高等学校等を通じてお問い合わせください。



令和３年度 

（高校生等奨学給付金） 

１ 奨学のための給付金とは  

〇滋賀県教育委員会では、授業料以外の教育費負担を軽減するため、国公立の高等学校等に通う高校
生等がいる低所得（道府県民税所得割額および市町村民税所得割額が０円（非課税））の世帯の保護
者等に対し、返還の必要がない「奨学のための給付金」を支給します。

〇支給対象となるのは、保護者等の道府県民税所得割額および市町村民税所得割額が０円（非課税）
の世帯（＝非課税世帯）ですが、保護者等の失職など家計急変により収入が激減し、非課税世帯に相

当すると認められる場合は、家計急変世帯への支援として支給の対象となります。 

２ 家計急変世帯の対象要件   

基準日時点において、次の①～③のすべてを満たす世帯である保護者等（注）

基準日：７月１日以前の家計急変は令和３年７月１日 
７月２日以降の家計急変は申請日の翌月（申請日が月初めの場合は申請月）の１日 

①高等学校等就学支援金、学び直し支援金または専攻科支援金のいずれかを受ける資格を有する高校

生等がいる

②保護者等が滋賀県内に住所を有する

③家計急変による経済的理由から道府県民税所得割額および市町村民税所得割額が非課税に相当す

ると認められる世帯（保護者が２名以上いる場合は、その全員が非課税相当であること。）

※支給決定までに家計急変が解消された場合、対象とならないことがあります。

※災害などに起因しない離職（定年退職等）は対象となりません。

《所得割合算額の見込みが非課税の世帯の例》  

世帯構成 収入見込 

３人世帯 2,214,286 円未満 

４人世帯 2,714,286 円未満 

５人世帯 3,214,286 円未満 

・この表の世帯人数とは、本人と控除対象配偶者、扶養親族の合計を言います。（生徒の祖父母等と一緒に生活していても、本
人の扶養親族でない場合は世帯人数に含みません。） 

・生徒の祖父母等と一緒に生活していても、高校生等に親権者がいる場合は親権者の収入で判断します。（祖父母の収入は含み
ません。） 

※生徒および保護者等が以下に該当するときは、支給対象外となります。
・高校生等が特別支援学校の生徒である ・生活保護（生業扶助）を受給している
・児童養護施設等に入所または里親が養育している高校生等の保護者等であって、児童福祉法による措置費の支弁対
象である

・既に給付金の支給を、高校生等一人につき年１回、通算３回（定時制・通信制課程は通算４回、専攻科は通算２回）
受けている（学び直し支援金の支給を受けている場合はこの回数に１回（定時制・通信制課程は２回まで）加えるこ
とができる。

※裏面の提出書類をもとに、家計急変

発生後の年収見込額を推計します。

※この表はあくまでも収入の目安であ

り、個別に判定します。



３ 支給額 

７月１日以前の家計急変による支給額は下記の表の額となり、７月２日以降の家計急変による支給額は

申請日により算出した額（※１）となります。 
区分 支給額 

全日制 

定時制 

一人目 110,100 円 

二人目以降（※２） 141,700 円 

通信制・専攻科 48,500 円 

※１ ７月２日以降の家計急変による申請の場合は、申請があった日の翌月以降の月数に応じて
算定します。

（例）全日制１人目の場合で９月申請 → 110,100 円×６月（10 月～翌年 3 月）／12 月＝55,050 円
※２ 保護者等に扶養されている次のいずれかの兄弟姉妹がいる高校生等を言います。

・15 歳以上（中学生を除く）23 歳未満の者 ・23 歳以上の高校生等

４ 申請方法および必要書類 

〇申請受付 ７月 1 日以前の家計急変：令和３年７月１日（木）～令和３年７月３０日（金） 
  ７月２日以降の家計急変：令和３年７月２日（金）～令和４年１月２０日（木） 

〇申請方法 必要書類をそろえて、在学する高等学校等へ提出してください。 
申請書や記入例は、学校で配布しています。また、教育委員会のホームページからダウン
ロードすることもできます。

〇必要書類 次の①～⑥の全ての書類をそろえていただく必要があります。 
①奨学のための給付金認定申請書兼支給申請書（家計急変用）

※保護者の扶養状況を確認する際に、必要な方には扶養誓約書、在学証明書、世帯全員分の住民票
記載事項証明書を添付していただく場合があります。

②家計急変の発生時期および事由を証明する書類

（例）離職票、雇用保険受給資格者証、解雇通告書、破産手続開始決定通知書、廃業等届出、
家計急変発生理由書（県教委様式） など 

③令和 3 年の年収を証明する書類

（例）令和３年１月～申請時点までの給与明細、会社作成の給与見込み、税理士または公認会計
士の作成した証明書、年間収支見込計算書（県教委様式）、売り上げ台帳 など 

④令和 3 年度の課税証明書等

道府県民税所得割および市町村民税所得割が課税されていることがわかるもの
⑤保護者等の扶養親族の人数を確認する書類

（例）扶養親族分の健康保険証の写し（扶養親族確認書）、扶養親族の記載が省略されていない課
税証明書 など 

⑥通帳の写し、個人対象要件証明書（専攻科のみ）

※その他家庭の状況等により添付書類が必要となる場合があります。
※対象生徒が２人以上いる場合、それぞれの生徒ごとに申請が必要です。

５ 提出先・問い合わせ先 

県内の国公立高等学校等に在学 → 学校（教務課 野坂  事務室 磯山 0749-62-0876） 

県外の国公立高等学校等に在学 → 滋賀県教育委員会事務局教育総務課 修学支援係 
 電話：077-528-4587  

mail：ma0005＠pref.shiga.lg.jp 
※私立の高等学校等に通う生徒がいる場合は、滋賀県私学・県立大学振興課で実施します。 
在学する高等学校等を通じてお問い合わせください。




